








































































































































































































上記の 1823年の４Geo.  IV. c. 76, “An Act  for 
amending  the  Solemnization  of Marriages  in 










































































































































presence	of	 prohibitions	or	 obstructions,	 not	binding	upon	other	 countries,	 or	 from	peculiarities	of	 religious	opinion	and	
























































































































Doubts  as  to  the validity  of  certain Marriages 
between British subjects  in China and elsewhere, 



















An Act  to consolidate Enactments  relating  to 




















































































































































































































































































































“The foreign  jurisdiction of  the British Crown  in 
Japan  has  ceased,  and marriages  of  British 
subjects  in that country must now be celebrated 
under municipal  laws of  Japan,  or  the Foreign 














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































submit  to  Japanese  laws,  and  shall  acquire  the 
position of Japanese」、 ②「Foreigners who have 
become  the  adopted  sons−in−laws  of  Japanese 
women must  obey  the  laws  of  Japan,  and will 
acquire the position of Japanese」であり、①につ
いて、⑴　日本人男といわゆる婚姻をした英国人女
の英国人としての法的地位（status）の問題は日本
法の及ばない問題で、婚姻後も英国民にとどまるか
どうかは日本法の効果ではなく日本法と全く関係の
ない事柄であり、英国法と国際法により決まる問題
であるから、当該女に日本法に従うよう強制するこ
とは、婚姻により国籍を国際法または英国法により
変更するというのであれば無用（useless）のこと
であり、かつ、それがいわゆる婚姻の効果でないの
であれば、無効（invalid）である。
⑵　英国人女が日本人との、日本人のいわゆる婚
姻により日本人となったり、英国臣民とみなされる
権利を失うかどうかは微妙な問題である。
⑶　条約の条項や特別法とは別に日本人が婚姻と
呼ぶものが英国裁判所において婚姻を構成するかは
疑わしい。
⑷　しかし、日本人と英国人女の結合が適法な婚
姻であると仮定しても、英国の保護を奪う、あるい
は英国臣民としての権利を奪う英国法の規定は存在
しない。
⑸　英国女が日本人と英国において婚姻し、同地
に居住していたが、一時的目的で日本にやってきた
とすると、彼女は英国臣民としての権利を失わない
ことに間違いはない（certainly）。治外條項を視野
71）	「日本人ト外国人トノ婚儀ノ儀後来被差許候ニ付去ル三月十二日附ヲ以テ御布告書御送達ニ相成申候然ルニ右條目中ニ処缺ノ件有之
様ニ相見申候コノ件ヲ補フハ大切ト存候右条目中ニコノ婚嫁ヨリ生スル事記載無之候日本於テ外国ノ男ト日本ノ女トニ生セシ私生ノ
子多数有之コノ子ノ様子ヲ相定ル為メ唯今迄制有之候正子ト認ムル願書ハ法律上ニテ不十分ニ有之事ハ閣下モ御承知ノ事ニ候右私生
子ノ子ノ父母ノ婚嫁ニ随テコノ子モ正子ト相成候理ニ有之候若シ貴政府ニテ予ノ考ト御同意ニ候得者コノ儀可申進ト存候法律書中此
儀御改正有之候得者確然一益ヲ生シ可申則認ラレシ私生ノ子ハ其父母婚嫁ノ後死去セシ時家財譲受ニ付其父母婚嫁ニ因テ生セシ正子
ノ権ヲ需メ得可申儀ニ有之候尚同貴簡中ニ御記載有之候養子ノ事ニ付コノ養子致手続養親ト養子トニ如何様ノ規則ヲ要シ候哉此段御
報下度願入候新律ノ如ク日本人ノ養子トナリシ仏蘭西人ハ日本人タル事ニ候故モシ我領事其裁判所ヘ我国人ヲ呼出シ候時日本人トナ
ル事容易ニ候故我国人裁判所ヘ参リ不申ル等ノ事有之候様ニテハ我政府ニテ不承知ニ可有之候間此段御注意申上度候此段得御意度如
此ニ候　敬具
	 明治6年4月19日	 法朗西国代理公使
	 コントトチュレンヌ
	 上野外務少輔景範　閣下」
72）	前掲書6巻701頁以下。
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に入れると、彼女が日本に住所を有していたとして
も、それらを失うかは疑わしい。
⑹　若干の外国法は、婚姻する女がどのような国
籍を持っていても女に生来の国民の権利を付与す
る。これを日本法が模倣するのは自由であるが、条
約によって付与される特権を奪うことはできない。
②についていえば、⑺以上のことは、日本人女の
婿養子になる英国人男にも当てはまる。これは、日
本人女の両親の同意を得て、日本の婚姻習俗にした
がう英国人男の日本人女との婚姻であると理解する
が、彼らは日本の法律に服従する義務はない。しか
もそのように企てることは我が条約の治外条項に直
接的に違反することになろう。
⑻　概して言えば、「此法制英国人民ニ関係スル
分ハ空虚也日本人ニ関係スル分ハ裨益ノ有無固ヨリ
余ノ與カル所ニ非ラサル也」。
⑼　さらに規則は日本に居住する者にのみ適用が
あることを定めておらず、最終の条項で他国に居住
する者にも適用されることを企てている。すると、
英国に居住する英国人女が、日本人と婚姻する場合
には、日本法に服従させる権利を日本人が主張して
いるようであるが、これは地球上のいかなる国に
よっても主張されたことがない主張で、手抜かり
（oversight）であり、日本が訂正すべき一事である。
そして、オーストリアの「代任公使」の名（ビュ
ツヲフ）においても 5月6日英国と同様の申し出が
ある旨英国公使から伝えられている。
尤も、この英国公使からの異議について、日本国
からの回答がなかったということから、在日英国公
使から、本国外務省へ 1873年6月10日付けで照会
を行ったところ、ハンネンの異議はいずれも否定さ
れたという。小山によれば、英国政府の法務官の
1873年8月28日付け回答においては、類似の判例
を引用して、ハンネンの異論を否定した。そこで、
1873年12月29日付けで英国外務省宛書簡で、法務
官意見に対するハンネンの反論を伝え、日本人と婚
姻する英国人女及び日本人の婿養子となる英国人男
が日本法に従うことの問題性を指摘した。ハンネン
は 73）「英国人が拷問や妾そして夫が妻を売春宿に売
るようなことが認められたりしている野蛮な国であ
る日本の法律にしたがうことに対する懸念であり、
日本人と結婚する英国人は、英国籍を保持し、日本
国内においても日本と結んだ条約の治外法権で保護
されるべきだ」74）としたが、因みに、法務官は、太
政官布告第103号について、英国女が日本人男と結
婚し、日本国籍を取得することはまったく問題がな
く、英国法もそのように規定していること、日本人
の婿養子となる英国人男が日本国籍を取らなければ
ならない点は条約に違反するが、その方が相続上ま
たは当事者である英国人にとって利益をもたらすな
らば有効と認められる、と指摘した。
エ　以上の獨、佛、英、墺からの改正要求について、
外務省は、5月13日、当該各国公使宛に、「我政府
ニ於テ可成整備ノ規則今取調中ニ有之候間追テ確定
致シ候上猶御報可及候此段回答申進候」旨の回答を
しており、基本的には我が国の立法に対する条約上
の制約を認めない態度である 75）。ところが、5月23
日にはドイツ公使から、「閣下去ル一三日ノ御書簡
致落手候則婚礼之儀ニ付拙者論シ申越趣ヲ以テ今般
帝国政府之レヲ新タニ御商議相成…」76）ではじまる
「内外人婚姻規則改正ニ関シテハ獨國側ノ同意ヲ要
スヘキ旨申越」があり、日本政府は改正を検討中で
確定次第通知があるということで承知したが、「日
本在留ノ我独逸国人民ニ関係スル制則之義我国政府
同意無之時ハ我国人民之レヲ守ルヘキ条理立サル事
ト存候間右一件之義ヲ程能裁判致シ候事ハ御協議之
73）	小山・前掲書101頁は、ハンネンが日本にあまりいい感情を持っていなかったらしいということの根拠として、明治25年の千島艦
事件による日本側の英国商船会社に対する損害賠償請求訴訟についての英国領事の下した勝訴判決への上海の英国高等裁判所への控
訴について、第1審判決を棄却したのが、当時その高等裁判所の裁判長であったのがハンネンであるというが、時代が全く違ってい
るので、理由がないと言わざるを得ない。
74）	小山・前掲書101頁。
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上一意ニ相成ルヲ要スルヨリ外無之ト存候右義ニ付
猶閣下ノ御見込ヲ伺申度候」とあったが、これに対
する回答は知られていない 77）。
オ　さらに、5月22日ロシアの代理公使（ビュツヲ
ツ）から次のような「内外人婚姻規則ニ対シ異論申
越」があった 78）。要点は次の通り。
① 　ロシア法ではキリスト教徒以外との婚姻を禁止
しているので、制定された法律は、ロシア人が日
本人キリスト教徒と婚姻するときに限りで適用が
ある。
 　ロシア人は他国への入籍を許されていない。外
国人日本人の婿養子になるときには、日本国籍を
取得するとあるが、この場合、ロシア人男はキリ
スト教徒の日本人女との婚姻は許されていない。
可能なのは、ロシア人女とキリスト教徒の日本人
男と婚姻する場合であるが、日本に在留中のロシ
ア人民は条約によって自国法に従うということに
なっているので、それとの関係で「幾許カ適当ノ
所ヲ確定致ス可事ハ要用ト存候」。
② 　本国政府へこの点に付申し立てが必要なので、
日本の現行の「婚嫁ノ法則」書を送って欲しい。
基本的にはこの申越は運用上の問題であるとして
日本側に無視されたのであろうが、日本の婚姻法規
の送付を要求する点は、ドイツと同じである。
⑸　その後の改正論議
以上のように、明治6年太政官布告第103号は、
幕末以来、特に条約締結国との間に、我が国におけ
るその取扱いが問題とされていた、内外人婚姻につ
いていち早く立法された法律であり、明治31年の
法例及び民法の制定・実施にいたるまで生じた多
くの事例において、その実施規定がないので、その
運用上の疑問が生じた。
すでに明治6年3月12日には、司法省は、司法大
輔福岡孝悌、司法卿江藤新平の連名で、正院に対し
て、外務省修正案を施行することは見合わせてほし
いという申し入れを行っている。それは同日、司法
省は、民法仮法則を提出し、その施行を求めたから
であろう。
「過日本邦人英国人婚姻取結ニ付外務省伺ノ趣ヲ
75）	707頁　三〇七　五月十三日　上野外務卿代理ヨリ英、墺、佛、獨各公使宛
	 内外人婚姻規則改正方ニ関シテハ追テ確定報知スヘキ旨回答ノ件
	 五月十三日達済
	 獨乙三月十三日魯五月廿二日
	 英五月佛四月十九日墺六日　附貴簡落手婚姻規則ノ儀ニ付云々御申越ノ趣承知致シ右ハ我政府ニ於テ可成整備ノ規則即今取調中ﾆ有
之候間追テ確定致シ候上猶御報可及候此段回答申進候敬具
	 明治六年五月十三日	 外務少輔　上野景範
	 英　　墺　　佛　　獨
	 	 公　使閣下
76）	これには「則婚嫁一件書類と一同に處置いたし候積り但し拙者論し候趣を以云々とは彼方解し違ひと存候」という貼紙が比されてい
る。そして最後の註として「本件ニ関シ明治7年以後多少ノ経緯アレトモ規則改正ノ儀ハ結局確定ニ至ラサリシモノト認メラル」と
ある。
77）	明治31年7月9日公布の法律第21号は、明治6年第103号布告改正法律であり、「第一條　日本人カ外国人ヲ養子又ハ入夫ト為ス
ニハ内務大臣ノ許可ヲ得ルコトヲ要ス　第二條　内務大臣ハ外国人カ左ノ條件ヲ具備スルニ被サレハ前條ノ許可ヲ與フルコトヲ得ス
	 一　引続キ一年以上日本ニ住所又ハ居所を有スルコト
	 二　品行端正ナルコト」とし、養子と国籍にふれている。
78）	6巻707頁以下。第十五號　貴国三月十日附御書簡落手致シ候右ニ添ヘ被差置贈候貴国人民ト雑合婚嫁ノ定制ニ付可申上儀ハ左ノ通
	 第一我国法律ニテ魯西亜人民ハキリシタン宗旨ニ不属者ト婚嫁ヲ禁止居候故貴国政府ニテ今般御施行ノ雑合婚嫁定制ハ我国人民貴国
キリシタン宗信向致候人ト若シ縁組ミ致シ候半、其節ノミ関係致シ候
	 第ニ我国人民ハ他国ヘ入籍スル事ヲ許サレス就テハ右雑合婚嫁定制中ニ外国人日本人ノ婿養子トナリタル者ハ日本人タルノ分限ヲ得
ヘキ趣キニ依テ縦令ヒ貴国ノ女ハキリシタン宗門ニ有之候テモ我国人ト婚嫁スル事ヲ得ス貴国ト我国人民ト婚嫁ヲ得能フ事ハ唯我国
ノ女ハ貴国ノキリシタン宗旨ノ男子ニ嫁スル節ノミ然ト雖トモ右雑合婚家定制ハ貴国ニ在留中我国人民ハ自国法ニ従フ所ノ両国ノ条
約ノ定制ト照準シ幾許カ適当ノ所ヲ確定致ス可キ事ハ要用ト存候
	 右事件ニ付拙者ヨリ本国政府ヘ申立可キニ付其節ニ貴国ニ於テ現今取行ヒ居所ノ婚嫁ノ法則ヲモ差贈度候間右法則書ヲ私迄御贈被下
度相願候敬具」
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以御下問有之其説當省見込申出置候處追テ尚又可申
出次第モ之有候間前條御達今暫ク御見合セニ相成候
様致シ度此段更ニ申進候也」
これに対して正院は同日直ちに江藤司法卿に対し
て、「右ハ去ル八日相達候通規則改竄ノ上外務省ヘ
及指令候條此旨可被相心得候也」と回答している。
そして、5月22日には、司法省は民法仮規則に基
づく改正案を提案した（太政官民法決裁録−婚姻第
29号）。
「内外婚姻規則ニ付伺
第百三號日本人ト外国人ト婚嫁ノ規則尚遺漏ノ處
増加可致旨過日御達有之候處右ハ民法上極テ重大ノ
事件ニ有之且実際施行婚姻証書取立等ノ手続ニ於テ
ハ先以各地裁判所ノ布置其他身分取扱人幷ニ書記等
ノ設肝要ノ儀ニ付先般相伺置候民法仮規則至急御決
定無之テハ中外婚嫁ノ規則難相立ノミナラス之カ為
メ各人民ノ際種々弊害ヲ生シ可申ト奉存依テ民法仮
規則ニ基キ差支無之様別紙ノ通更ニ取調指進間一同
御裁下相成度此段相伺候也
　明治六年五月二十二日  司法大輔福岡孝弟
　　正院
　　　御中
第一條 　日本人外国人ト婚嫁セントスル者ハ日本政
府ノ允許ヲ受クヘシ
第二條 　外国人ニ嫁シタル日本ノ女ハ其夫ノ分限ニ
従フヘシ若シ其女ノ寡婦トナリタル時既ニ日
本ニ居住シ且日本政府ノ允許ヲ受ケ又ハ日本
ヘ居住ヲ定ムヘキヿヲ陳述シテ日本政府ノ允
許ヲ受ケ日本ニ帰リシ時ハ日本人タルノ分限
ヲ復スヘシ
第三條　外国ノ女日本人ノ婦トナレハ日本人ナリ
第四條 　外国人ニ嫁スル日本ノ女ハ其身ニ属シタル
者ト雖モ日本ノ不動産ヲ所有スルヿヲ許サス
但日本ノ法律并ニ日本政府ニテ定タル規則ニ
違背スルヿナキ時ハ金銀動産ヲ持携スルハ妨
ナシトス
第五條 　外国ニ於テ日本人外国人ト婚嫁セントスル
者ハ其國或ハ其近國ニ在留ノ日本公使又ハ領
事官ニ願出テ公使及ヒ領事官ハ其旨ヲ本国政
府ヘ届ケ裁下ノ上其許可ヲ為スヘシ
第六條 　日本政府ノ允許ヲ得ントスル願書ハ婚姻セ
ントスル双方本人ノ生国住所身分氏名年齢ヲ
記シ又日本ノ法ニテ其婚姻ヲ許諾ス可キ親族
ノ身分氏名ヲ記シ且其許諾書ヲ願書ニ添ヘテ
其府懸裁判所ニ差出ス可シ
第七條 　身分取扱人ハ政府ノ允許状ヲ見留メタル上
ニ非サレハ日本人ト外国人トノ婚姻ヲ行ハシ
ム可カラス但其允許状ヲ見留メテ婚姻ヲ為サ
シメル旨ハ婚姻証書ニ記ス可シ
第八條 　若シ第七條ニ背キテ婚姻ヲナサシメタル時
ハ政府ノ允許ヲ要ス可キ双方本人又ハ検事ヨ
リ婚姻ヲ為ス者ノ地ノ府縣裁判所ニ其婚姻取
消ヲ訴出ルヿヲ得ヘシ但其婚姻ヲ為サシメタ
ル身分取扱人ハ六十圓ニ過キサル罰金ヲ言渡
サレ且六カ月ヨリ少カラサル時間ノ禁錮ヲ言
渡サル可シ
第九條 　日本国内ニ於テ日本人外国ノ女ヲ娶ル時ハ
日本ノ身分取扱人ノ面前ニテ婚姻ヲ行フヿヲ
得可シ又日本人ノ女外国人ニ嫁スル時ハ日本
在留ノ公使又ハ領事官ノ面前ニ於テ婚姻ヲ行
フヿヲ得ヘシ
第十條 　外国ニ於テ日本人ト外国人ト婚姻ヲ為ス時
ハ外国ノ身分取扱人或ハ日本公使又ハ領事官
ノ面前ニ於テ婚姻ヲ行フヿヲ得可シ
第十一條 　其婚姻ハ定メ通リノ法式ニ循ヒ右等官員
ノ面前ニテ之ヲ行フ可シ但何レノ場合ニ於
テモ日本ノ民法ニ定メタル通リ其婚姻前ニ
公告ヲ為ス可シ
第十二條 　外国ニ於テ日本人互ニ為シタル婚姻又ハ
日本人ト外国人ト互ニ為シタル婚姻ハ其国
ニ於テ用ル所ノ法式ヲ以テ之ヲ行ヒ且日本
ニテ定マリタル規則ニ違背スルヿナキ時ハ
日本ノ裁判所ニ於テ其婚姻ヲ法ニ適シタル
モノト為ス可シ
　　　 　右条件ニ循ヒ日本公使又ハ領事官ノ面前
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ニ於テ為シタル婚姻ハ亦法ニ適シタルモノ
ト為ス可シ
第十三條 　日本人ハ日本国内ニ帰リ来リシ時ヨリ三
月内ニ外国ニ於テ為シタル婚姻ノ証書ヲ其
居住スル地ノ婚姻ノ簿冊ニ登記セシム可シ
　　　　 若シ之ヲ登記セサレハ七圓ヨリ少ナカラス
十圓ヨリ多カラサル罰金ノ言渡シヲ受ク可
シ
第十四條 　若シ外国ノ裁判所ヨリ日本ノ女ノ外国人
ト結ヒタル婚姻ヲ取消ス可キヿヲ言渡シタ
ル時ハ日本ノ女日本ニ帰国シタル上日本ノ
裁判所ニ訴出テ外国裁判所ノ婚姻取消ノ言
渡ヲ陳述シテ確定ノ許可ヲ受タル時ハ日本
人タルノ分限ヲ復スルヿヲ得可シ
第十五條 　若シ外国ノ女日本人ト婚姻ヲ結ヒタル後
事故アリテ其外国人タルノ分限ヲ復シタル
時ハ日本人タルノ分限ヲ失フ可シ且日本政
府ノ規則ニテ定メタル外ハ不動産ヲ有スル
ノ権ヲ失フ可シ」
これに対して、正院は、7月31日に参議の決裁（第
29号）を得、司法省伺については、民法仮法則決
裁のうえ、決すべきであるが、仮法則はいまだ評議
中で頒布の予定もたたず、また、内外婚姻を願出る
者もあるので、仮法則と抵触するところだけを改め
て公布すべきであるとして指令案を上程して、8月
2日允裁を得るが、結局は、これは公布されなかっ
た。以下に、第29号決裁を掲げる 79）。
「公布案
外国人民ト婚姻差許候條規ノ儀本年第百三號ヲ以テ
布告候処今般御詮議入以○有之別紙ノ通リ改正候條
此旨布告候事
参照
御指令　三條
追テ何分ノ御沙汰ニ可被及事　後藤　板垣　大木　
江藤
内外婚姻規則
第一條 　日本人外国人ト婚嫁セントスル者ハ日本政
府ノ允許ヲ受クヘシ
第二條 　外国人ニ嫁シタル日本ノ女ハ日本人タルノ
分限ヲ失フヘシ若シ故有ツテ日本人タルノ分
限ニ復センヿヲ願フ者ハ免許ヲ得能フ可シ
第三條 　日本人ニ嫁シタル外国ノ女ハ日本ノ国法ニ
従ヒ日本人タルノ分限ヲ得ヘシ
第四條 　外国人ニ嫁スル日本ノ女ハ其身ニ属シタル
者ト雖モ日本ノ不動産ヲ所有スルヿヲ許サス
但シ日本ノ法律并ニ日本政府ニテ定タル規則
ニ違背スルヿナクハ金銀動産ヲ持携スルハ妨
ケナシトス
第五條 　外国ニ於テ日本人外国人ト婚嫁セントスル
者ハ其國或ハ其近國ニ在留ノ日本公使又ハ領
79）	決裁録（国立公文書館）
	 民法
	 明治6年自1月至12月
	 婚姻
	 第29号
	 七月卅一日　上○　　八月二日允裁
	 太政大臣　　　　　　　　　　　　　法制課長
	 参議
	 第二九號
	 別紙司法省上申内外婚姻規則ノ儀審案候處本年第百三号ノ公布ハ疎漏モ有之間更ニ御改正公布相成可然候付テハ民法仮法則ト同時ニ
公布相成度旨同省ヨリ上陳ノ趣モ有之因テ仮法則御決裁ヲ待テ具申可致見込ノ處仮法則ハ未タ御評議中ニテ日ナラス御頒布ノ程モ難
計然ルニ屡次内外婚姻ヲ願出ル者モ有之目下忽ニス可カラサル儀ニ付仮法則ニ定食スル所ヲ改メ先以テ公布相成可然存候因テ公布御
指令案共取調供高議候也
	 御指令案
	 （追テ何分ノ御沙汰ニ可被及事）
	 伺ヒ趣○何號ヲ以テ公布相成候條此旨相違候事
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事官ニ願出許可ヲ乞フ可シ公使及ヒ領事官ハ
裁下ノ上本国政府ニ届出ツヘシ
第六條 　日本人ト外国人ト互ニ婿養子ヲ為ス者モ亦
総テ婚姻ノ規則ニ循フ可シ
第七條 　日本政府ノ允許ヲ得ントスル願書ハ婚姻セ
ントスル双方本人ノ生国住所身分氏名年齢幷
ニ其婚姻ヲ許諾スヘキ親族ノ身分氏名ヲ記シ
且其許諾書ヲ願書ニ添ヘテ其府懸裁判所ニ差
出ス可シ若シ裁判所ナキ地方ハ府県廰ニ願出
ツ可シ
第八條 　戸長ハ政府ノ允許状ヲ認メタル上ニ非ラサ
レハ其婚姻ヲ行ハシム可カラス
　　　 　但其允許状ヲ認テ婚姻ヲ為サシメタル旨ハ
婚姻証書ニ記ス可シ
第九條 　若シ第八條ニ背キテ婚姻ヲナサシメタル時
ハ政府ノ允許ヲ要ス可キ双方本人又ハ検事ヨ
リ婚姻ヲ為ス者ノ地ノ府県裁判所ニ其婚姻取
消ヲ訴出ル事ヲ得可シ但其婚姻ヲ為サシメタ
ル戸長ハ六十円ニ過サル罰金ヲ言渡サレ且六
カ月ヨリ多カラサルジカンノ禁錮ヲ言渡サル
可シ
第十條 　日本国内ニ於テ日本人外国ノ女ヲ娶ル時ハ
日本人住居スル地ノ戸長ノ面前ニテ婚姻ヲ行
フヿヲ得可シ又日本人ノ女外国人ニ嫁スル時
ハ日本在留ノ外国公使又ハ領事官ノ面前ニ於
テ婚姻ヲ行フヿヲ得ヘシ
第十一條 　外国ニ於テ日本人ト外国人ト婚姻ヲ為ス
時ハ外国ノ身分取扱人或ハ日本公使又ハ領
事官ノ面前ニ於テ婚姻ヲ行フヿヲ得可シ
第十二條 　外国ニ於テ婚姻ヲ為シタル日本人ハ日本
国内ニ帰リ来リシ時ヨリ三月内ニ外国ニ於
テ為シタル婚姻ノ証書ヲ其居住スル地ノ戸
長ニ届出テ其証書ハ戸長ノ簿冊ニ謄写セシ
ム可シ若シ之ヲ謄写セサレハ二圓ヨリ少ナ
カラス十圓ヨリ多カラサル罰金ノ言渡シヲ
受ク可シ
第十三條 　若シ外国ノ裁判所ヨリ日本ノ女ノ外国人
ト結ヒタル婚姻ヲ取消ス可キヿヲ言渡シタ
ル時ハ日本ノ女日本ニ帰国シタル上日本ノ
裁判所ニ訴出テ外国裁判所ノ言渡ヲ陳述シ
テ確定ノ許可ヲ受タル時ハ日本人タルノ分
限ヲ復スルヿヲ得可シ
第十四條 　若シ外国ノ女日本人ト婚姻ヲ結ヒタル後
事故アリテ其外国人タルノ分限ヲ復シタル
時ハ日本人タルノ分限ヲ失フ可シ且日本政
府ノ規則ニテ定メタル外ハ不動産ヲ有スル
ノ権ヲ失フ可シ
第六條下付紙
　 　此條司法省ノ文案ニハ無之候ヘ共曩ニ婚養子
ノ儀御頒布ニモ相成且此頃養子願ノ者モ有之旁
此條ヲ加ヘ候事
この公布案は、おそらく民法仮法則と運命を共に
し、最終的に公布されることはなかった。
しかし、外務省からも、明治9年に改正案が出さ
れている 80）。
明治9年6月12日には寺島外務卿から三條太政大
臣宛に、第103号布告は、「巳来追々婚嫁ヲ願出候
者有之處右規則ハ外国公使承認不致依テ実際施行ニ
差支候間」、別紙のような内外人結婚規則改正方の
上申書が提出されている 81）。
「一外国人ニ嫁シタル日本ノ女ハ日本人タルノ分限
ヲ失フベシ若シ故有テ再ヒ日本人タルノ分限ニ復セ
ン事ヲ願フモノハ允許ヲ得能フヘシ」
各国婚嫁律ヲ案スルニ本国ヲ除クノ外ハ概ネ本文
ノ趣旨ト異ナル事ナシ然ト雖トモ御国内ニ於テハ外
国人ヲ支配スルノ権ナク則チ例外保権ノ條約アレバ
外国人ニ嫁タル日本ノ女ハ即チ外国人ニシテ御国内
ニ在リト雖トモ之レヲ支配スルノ理ナク之レヲ裁判
スルノ権ナシ故ニ本文ノ成規ニ基クトキハ施政上不
80）	日本外交文書第6巻660頁
81）	日本外交文書第9巻660頁以下「事項15　内外人婚姻規則ニ関スル件」二二七　六月十二日寺島外務卿ヨリ三條太政大臣宛　内外
人結婚規則改正方上申ノ件　附属書　右改正方意見書　附記　右ニ対スル指令案による。
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都合不尠義ニ付当分ノ處外国人ト婚嫁シタル日本ノ
女ハ御国内在留ノ時間ハ必ス日本政府ノ保護ヲ受ケ
シメ日本人タルノ分限ヲ失ヲシメサル事ニ改正スベ
シ
「改正」
一外国人ニ嫁シタル日本帝国内ノ女其帝国内ニ在
リテハ日本ノ国法ニ随ヒ日本臣民タルノ分限ヲ失ワ
ス
「一日本人ニ嫁シタル外国ノ女ハ日本ノ国法二従ヒ
日本人タルノ分限ヲ得ベシ」
外国人我国民へ来嫁スルト雖トモ未タ其本国籍ヲ
離レサル間ハ日本国法ニ随ワシムルノ権アル事ナシ
故ニ日本人ニ婚嫁スル外国女ヲシテ日本ノ法令ニ随
へ保護ヲ受ケシメント欲セハ先ツ其外国ノ女ヲシテ
婚姻スルニ當リテハ其本国ノ名籍ヲ分離シテ其夫ト
同籍タラン事ヲ出願セシメシ後婚姻スル者ハ之レヲ
許可スト云フノ条規ニ改正スベシ
「改正」
一日本帝国内ノ男子ニ嫁セント欲スル外国ノ女ハ
其本国籍ヲ分離セシ後チ婚姻及ヒ入籍ノ願書ヲ其夫
タルへキ男子ノ管轄廰ニ出シテ許可ヲ受ケ婚姻スル
ニ當リテハ日本ノ国法ニ随フベシ
「一外国人日本人ノ婿養子トナリタル者ハ日本国法
ニ随ヒ日本人タルノ分限ヲ得ベシ」
婿養子ナル者ハ日本内地ニ習慣アリト雖トモ其事
実他人ノ女ヲ妻トシ其妻ノ父母ノ家産ヲ譲リ受クル
為メ妻ノ父母ヲ己レモ亦父母ト認定シ父母ニ対スル
自己ノ義務ヲ盡サヾルヲ得ザル習慣ナリ今茲ニ外国
ノ男子ヲ我家女ニ配合セシメ其養外国男ヲシテ父母
ニ事ウルノ義務ヲ我レニ盡サシメント欲スルハ能ハ
ザル事ナリ故ニ此條規ハ廃止スベシ
「一外国ニ於テ日本人外国人ト婚嫁セントスル者ハ
其国民或ハ其近隣ニ在留ノ日本公使又ハ領事官ニ願
出テ許可ヲ乞フベシ公使及領事官ハ裁下ノ上本国政
府へ届出へシ」
外国ニ在テ日本人ト外国人ト婚姻スルトキハ其国
在留ノ日本公使亦ハ領事へ願出テ許可ヲ乞フハ無論
ナリト雖トモ其婦女ヲシテ日本ノ名籍ニ記入スルハ
容易ナラザル事ナリ如何トナレハ各国法律ヲ異ニシ
テ或ハ「其女外国ノ男子ニ嫁スルヤ婦女ハ男子ノ本
国法ニ隋フ」ト云モアリ或ハ「其女外国ノ男子ニ嫁
スルモ其婦女本国ニ居住スルトキハ其国民タルノ分
限ヲ離レズ」ト云モアレバナリ故二前條ニ同ジク其
本国籍ヲ難レ夫タル者ノ国籍ニ移ル能フベキ国法ナ
ル事ヲ認ムルニ於テハ婚姻セシムルト云ノ規ニ改正
スベシ
「改正」
一外国ニ於テ日本ノ臣民外国ノ女ト婚スルノ公許
ヲ得ント欲スル者ハ其国ニ在留スル日木公使又ハ領
事エ其趣旨ヲ願出ツヘシ公使又ハ領事ハ其女婚姻ス
ルニ当リテハ其本国ノ戸籍ヲ離レ夫タル者ノ国籍ニ
移ルへキ證ヲ顯サシメシ後之レヲ許可スへシ
これに対する太政官の指令は、附記として掲げられ
ている。
（附記）
明治九年八月  法　制　局
大臣
参議
卿輔
別紙外務省上申内外結婚規則改正ノ儀審査候處如左
六年第百三號ノ布告外国人ト結婚ヲ許スノ布告ハ外
国公使承諾不致ニ付實際ノ施行ニ差アリ因テ之ヲ改
正セント申ス
抑婚姻ノ制ハ各州民法中ノ一部ナレハ吾国人ト外国
人トノ結婚ヲ許否スルハ固ヨリ吾政府ノ権内ニアリ
テ外国ノ公使等之ヲ可否スルノ理ナシト雖トモ各国
ノ交誼日ニ親密ニシテ民法中各国普通ノ原則ニ因ラ
サルヘカラサルモノアリ即チ内外結婚ノ如キ是ナリ
然ルニ六年第百三號ノ布告中或ハ此原則ヲ明ニセス
或ハ吾國ニアリテ欧米ノ諸國ニナキ婿養子ノ事アリ
彼公使右布告ニ承服セサルハ此ノ二點ノ外ニハアラ
サルへシ或ハ又彼公使ニ於テ國外保権ノ約アリ日本
人ニ嫁シタル外國ノ女ハ此特権ヲ得ヘキ筈ナリト云
ン歟ナレトモ今ヤ欧米ノ各国其國民ノ他國ニ帰化ス
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ル事ヲ禁スルノ國ナキカ如シ然ラハ結婚シテ吾國人
トナルハ即チ帰化シテ吾國人トナルト全ク同一理ナ
リ條約中婚姻ノ事ヲ掲クル事ナシ若シ國外保権ノ一
事ヲ持張シテ吾國法ヲ以テ定メタル婚姻規則ヲ承諾
セサル國アラハ其国人トノ結婚御許シ無之ノミ宜ク
前陳スル二點ヲ改正シテ不抜ノ法ト為スヘクシテ更
ニ國ノ原則ニ相異ナル一時ノ便宜法ヲ設タルヲ要セ
ルへシ因テ左ノ通御指令竝御布告相成可然哉元老院
御下議案相添仰高裁候也
御指令按
上申ノ趣第　號ノ通布告候事
御布告按
明治六年三月第百三號布告内外結婚規則第五條第六
條ヲ廃シ第三條左ノ通改正候此旨布告候事
一 　日本人ニ嫁シタル外国ノ女ハ其夫ノ分限ニ従ヒ
日本ノ法律二従フ可シ
元老院御下議案82）
しかし、この改正案も結局施行されることはな
く 83）、ここに婚姻法、国籍法としては不十分ながら、
フランス民法に従って、かつ一部日本の制度との整
合性をはかりながら、身分行為による国籍変動と内
外人の婚姻に関する法律が、民法の制定を待たずに
制定され、その改正案にみられるように、その運用
を巡って判断を要する事案が多発することとなる。
（未完）
82）	註「元老院御下議案見当ラス」、とある。
83）	次のような「註」がある。「右文書ニ対スル太政大臣ノ指令詳ナラサルモ太政官法制局ニ於テ作成セル指令案存スルニ付左ニ附記ス　
但シ明治六年三月太政官布告第百三號内外人結婚規則ハ改正セラレサリシモノノ如シ」。
